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ま え が き 

 

 OECD Economic Outlook 2019 では、「雇用の未来」と題して、仕事の自動化や高齢

化といった世界的な流れによって、世界の労働市場がどのように変化していくかを予測

している。仕事の自動化が進むことで、これまで以上に技能の陳腐化のスピードが速ま

っているうえ、高齢化に伴い、個人の職業人生が長くなっていることから、個人の技能

の維持・向上や再教育の重要性が増しているとし、成人学習を世界共通の重要課題に掲

げている。 

 この分野に関する国際的な調査のひとつに、OECD Database “Public expenditure 

and participant stocks on LMP”がある。同調査では、GDP に占める公共職業訓練費の

割合を国際比較しているが、この比較の限界について、これまでも一部から指摘があっ

た。 

 そこで本研究では、日本を含む主要先進国 7 カ国の公共職業訓練費に注目し、同調査

がどのように集計されたデータであり、国際比較をするうえでどのような点に留意すべ

きかを検討している。さらに、これまで体系的に整理されることの少なかった日本の公

共職業訓練政策の全容を明らかにし、国際比較の観点から、同データを再整理している。 

 本論文が、日本の公共職業訓練政策の現状を把握するための一助となり、国際的なデ

ータ比較において、日本のデータの精度を高め、公共職業訓練政策における議論に資す

ることができれば幸いである。 
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